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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期中間期 84,735 14.2 3,870 4.6 3,664 △0.7 2,089 －

2026年３月期中間期 74,180 15.9 3,701 35.1 3,688 38.0 △1,485 －

（注）包括利益 2027年３月期中間期 3,587百万円（－％） 2026年３月期中間期 △2,853百万円（－％）

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

2027年３月期中間期 54.24 －

2026年３月期中間期 △38.64 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年３月期中間期 196,278 115,848 58.2

2026年３月期 203,297 114,903 55.7

（参考）自己資本 2027年３月期中間期 114,319百万円 2026年３月期 113,329百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 － 70.00 － 70.00 140.00

2027年３月期 － 60.00

2027年３月期（予想） － 60.00 120.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 180,000 11.6 8,500 △4.3 7,900 △16.6 5,000 35.4 129.85

１．2027年３月期第２四半期（中間期）の連結業績（2026年４月１日～2026年９月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2027年３月期中間期 40,150,000株 2026年３月期 40,150,000株

②  期末自己株式数 2027年３月期中間期 1,616,265株 2026年３月期 1,642,779株

③  期中平均株式数（中間期） 2027年３月期中間期 38,518,389株 2026年３月期中間期 38,431,664株

※  注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更：有

新規  －社  （社名）、除外  1社  （社名）極東開発パーキング株式会社

（注）詳細は、添付資料９ページ「２．中間連結財務諸表及び主な注記（４）中間連結財務諸表に関する注記事

項（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）」をご覧ください。

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（注）詳細は、添付資料９ページ「２．中間連結財務諸表及び主な注記（４）中間連結財務諸表に関する注記事

項（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更      ：無

②  ①以外の会計方針の変更                    ：無

③  会計上の見積りの変更                      ：無

④  修正再表示                                ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です。

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づい

て作成したものであり、今後の様々な要因により実際の業績が予想値と異なる可能性があります。
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１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況

　当中間連結会計期間における我が国経済は、雇用・所得環境の改善が続いた一方で、物価高騰を背景とした個人消

費の低迷により、景気はやや減速感を伴いながら推移しました。また、緊迫する中東情勢に加え、日本銀行の追加利

上げや米国の通商・金融政策に起因する為替相場の変動などもあり、世界経済は不透明かつ予断を許さない状況が続

いております。

　このような状況下、当社グループは2031年３月期（2030年度）を見据えた長期経営ビジョン ～Kyokuto Kaihatsu 

2030～の実現に向けた第２ステップである中期経営計画（３カ年計画）2025-27 [ Creating The Future As One 

(Ⅱ) ]（2025年４月１日～2028年３月31日）の２年目として、高付加価値製品・サービスを通じた社会的課題解決と

価値の創造や生産性向上による利益体質の強化、企業価値向上を実現する資本政策の推進など諸施策の実行に努めま

した。

　この結果、当中間連結会計期間の経営成績は前年同期と比較して（以下、前年同期比）売上高は前年同期比10,554

百万円（14.2％）増加し84,735百万円となりました。営業利益は前年同期比169百万円（4.6％）増加し3,870百万

円、経常利益は前年同期比23百万円（0.7％）減少し3,664百万円、親会社株主に帰属する中間純損益は前年同期比

3,574百万円改善し2,089百万円の利益となりました。

　次に連結ベースでのセグメント別の概要を前年同期と比較してご説明申しあげます。

①特装車事業

　国内は需要が堅調で、受注は底堅く推移しました。売上高は製品価格の改定と主要工場（横浜・名古屋・三木）

の生産品目及び設備の再編等による生産性向上の取り組みが寄与したことにより増加しました。一方で、為替の変

動や中東情勢に端を発する材料費等各種コストの上昇により、利益が圧迫される状況となりました。

　なお、足元のコストアップへの対応のため、2026年４月と10月に特装車及び補修用部品の販売価格改定を再度実

施いたしました。

　新製品については、2026年６月には狭小現場における作業性が大幅に向上した「前吊り式 フックロール® フルト

レーラ」を、８月には災害対策として普通免許対応車両への搭載を可能とした「オンデッキ給水タンク」を、９月

には荷役作業性が大幅に向上した「パワーゲート® CG1000シリーズ」と、作業性と高精度計量を両立させた計量装

置付ごみ収集車「新型ビーム式 スケールパッカー®」をそれぞれ発売し、製品ラインナップと商品力の強化を図り

ました。

　また、2026年８月には全長600mのテストコース等を整備し、「はたらくクルマ」の研究開発体制の強化と更なる

品質の向上を目的とした研究開発拠点である「極東開発グループテクニカルセンター」が本格稼働しました。更に

今後は、トレーラの振動評価を可能とする大型ロードシミュレータの追加導入等も行い、カーボンニュートラルに

向けた社会的変革に対応する新技術の開発を積極的に進めてまいります。

　海外は、将来の特装車事業の収益基盤強化に向けた体制整備を進めました。

　インドのSATRAC ENGINEERING PRIVATE LIMITEDにおいて2026年２月に竣工したチェンナイ工場が本格稼働し、重

要顧客かつOEM供給先である現地トラックメーカへの供給体制の強化を図りました。

　インドネシアのPT. Kyokuto Indomobil Manufacturing Indonesiaにおいて建設しておりました第二工場が2026年

７月に竣工しました。今後は現地における生産能力向上と、サイドダンプトレーラなど高付加価値製品による製品

ラインナップの強化を図ります。

　オーストラリアのSTG Global Holdings Pty Ltdは、2026年９月にメルボルン近郊のダンデノン本社とパッケナム

工場の拠点統合を実施し、生産・管理機能を集約することで効率的な事業運営と生産性の向上を図るなど、運営体

制の整備・再構築を進めました。

　当セグメントの売上高は前年同期比7,287百万円（11.4％）増加し71,068百万円となりました。営業利益は前年同

期比48百万円（1.7％）増加し2,952百万円となりました。
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②環境事業

　プラント建設では新規物件の受注活動を進めた結果、2026年５月に佐賀県鳥栖市、神埼市、吉野ヶ里町、上峰

町、みやき町の２市３町で構成される佐賀県東部環境施設組合様よりリサイクル施設整備・運営事業を受注しまし

た。

　また、受注済物件についても建設工事を進め、３件が竣工したほか、メンテナンス・運転受託等のストックビジ

ネスにも注力しました。

　なお、新分野のバイオマス事業については、2026年９月に岡山県真庭市様よりバイオマス発電施設整備設計・施

工工事を受注しました。今後も引き続き新分野の研究・開拓を推進してまいります。

　当セグメントの売上高は前年同期比2,920百万円（44.1％）増加し9,537百万円となりました。営業利益は前年同

期比310百万円（29.6％）増加し1,356百万円となりました。

③パーキング事業

　立体駐車装置はリニューアル及びメンテナンス等のストックビジネスに加え、新規物件の積極的な受注活動に注

力しました。

　コインパーキングは稼働率の向上と採算性重視の事業展開を進め、売上・利益の確保を図りました。

　新規事業であるEV用充電設備設置・充電管理サービス「Charge-mo® （チャージモ）」については、2026年２月に

締結した沖縄県宮古島市様との協定に基づき、プロジェクトの第１弾として同市内２カ所において充電設備の設置

及びサービス供用を開始しました。今後も順次設置を進め、計８カ所でサービスを展開いたします。

　当セグメントの売上高は前年同期比367百万円（11.0％）増加し3,720百万円となりました。営業利益は前年同期

比109百万円（32.6％）減少し226百万円となりました。

※当中間連結会計期間より、これまでパーキング事業に含んでおりましたパーキング以外の事業による収益を除外

しております。これに伴いパーキング事業の前年同期実績につきましても、比較のために同様の基準で遡って補正

を行っております。

（２）当中間期の財政状態の概況

　当中間連結会計期間末の財政状態は、前連結会計年度末と比較して（以下、前期末比）、総資産は前期末比7,019

百万円（3.5％）減少して196,278百万円となりました。

　流動資産につきましては、受取手形、売掛金及び契約資産の減少等により前期末比13,872百万円（13.0％）減少し

て92,688百万円となりました。

　固定資産につきましては、建物及び構築物の取得等により前期末比6,853百万円（7.1％）増加して103,590百万円

となりました。

　負債につきましては、流動負債は未払金の減少等により前期末比8,865百万円（17.4％）減少して42,103百万円、

固定負債は繰延税金負債の増加等により前期末比901百万円（2.4％）増加して38,326百万円となりました。

　純資産につきましては、その他有価証券評価差額金の増加等により前期末比945百万円（0.8％）増加して115,848

百万円となりました。

　なお、当中間連結会計期間末現在の自己資本比率は58.2％（前連結会計年度末55.7％）となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2027年３月期の通期の連結業績予想につきましては、現時点では概ね公表値どおりに進捗しているため、2026年

５月13日に公表いたしました業績予想の修正は行いません。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 22,498 13,856

受取手形、売掛金及び契約資産 36,485 27,034

電子記録債権 11,977 12,754

商品及び製品 3,517 4,267

仕掛品 16,679 18,304

原材料及び貯蔵品 11,892 13,355

前払費用 794 814

その他 3,088 2,721

貸倒引当金 △372 △420

流動資産合計 106,560 92,688

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 20,984 25,692

機械装置及び運搬具（純額） 9,398 9,517

土地 33,267 33,220

建設仮勘定 3,989 3,105

その他（純額） 2,096 2,638

有形固定資産合計 69,736 74,174

無形固定資産

のれん 7,654 7,621

顧客関連資産 968 858

その他 1,927 1,913

無形固定資産合計 10,550 10,393

投資その他の資産

投資有価証券 11,990 14,431

長期貸付金 130 127

長期前払費用 723 679

退職給付に係る資産 2,156 2,199

繰延税金資産 849 974

その他 1,313 1,323

貸倒引当金 △713 △714

投資その他の資産合計 16,449 19,021

固定資産合計 96,736 103,590

資産合計 203,297 196,278

２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 13,363 12,961

電子記録債務 4,077 5,398

短期借入金 11,295 11,394

１年内返済予定の長期借入金 8 8

未払法人税等 4,307 1,618

未払消費税等 1,431 647

未払費用 6,173 5,380

引当金 1,344 1,554

その他 8,966 3,138

流動負債合計 50,968 42,103

固定負債

社債 2,800 2,800

長期借入金 27,320 27,316

退職給付に係る負債 68 55

引当金 107 88

繰延税金負債 5,475 6,091

その他 1,654 1,974

固定負債合計 37,425 38,326

負債合計 88,393 80,429

純資産の部

株主資本

資本金 11,899 11,899

資本剰余金 12,027 12,058

利益剰余金 85,293 84,682

自己株式 △1,660 △1,632

株主資本合計 107,560 107,008

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 5,013 6,362

為替換算調整勘定 △197 86

退職給付に係る調整累計額 953 863

その他の包括利益累計額合計 5,769 7,311

非支配株主持分 1,573 1,529

純資産合計 114,903 115,848

負債純資産合計 203,297 196,278
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（単位：百万円）

 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 74,180 84,735

売上原価 60,464 69,420

売上総利益 13,715 15,314

販売費及び一般管理費 10,014 11,443

営業利益 3,701 3,870

営業外収益

受取利息及び配当金 328 234

為替差益 31 －

雑収入 87 149

営業外収益合計 446 383

営業外費用

支払利息 212 377

持分法による投資損失 17 10

為替差損 － 71

雑支出 229 131

営業外費用合計 459 590

経常利益 3,688 3,664

特別利益

固定資産売却益 2 3

投資有価証券売却益 3,093 －

その他 0 0

特別利益合計 3,095 3

特別損失

固定資産処分損 14 16

製品保証引当金繰入額 － 269

独占禁止法関連損失 5,925 －

その他 206 0

特別損失合計 6,146 286

税金等調整前中間純利益 637 3,381

法人税等 2,107 1,302

中間純利益又は中間純損失（△） △1,470 2,078

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に

帰属する中間純損失（△）
14 △10

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に

帰属する中間純損失（△）
△1,485 2,089

（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

（中間連結損益計算書）
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（単位：百万円）

 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益又は中間純損失（△） △1,470 2,078

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △439 1,348

為替換算調整勘定 △872 230

退職給付に係る調整額 △35 △90

持分法適用会社に対する持分相当額 △34 19

その他の包括利益合計 △1,382 1,508

中間包括利益 △2,853 3,587

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 △2,776 3,631

非支配株主に係る中間包括利益 △77 △44

（中間連結包括利益計算書）
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（単位：百万円）

 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 637 3,381

減価償却費 2,450 2,565

のれん償却額 430 484

退職給付に係る資産及び負債の増減額 △92 △191

貸倒引当金の増減額（△は減少） △16 46

その他の引当金の増減額（△は減少） △63 226

受取利息及び受取配当金 △328 △234

支払利息 212 377

その他の営業外損益（△は益） △137 △9

持分法による投資損益（△は益） 17 10

有価証券売却損益（△は益） △3,093 －

固定資産売却損益（△は益） △2 △3

固定資産処分損益（△は益） 14 16

売上債権の増減額（△は増加） 2,206 8,644

棚卸資産の増減額（△は増加） △3,015 △3,468

仕入債務の増減額（△は減少） △463 841

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,203 △894

その他 5,185 △5,966

小計 2,738 5,825

利息及び配当金の受取額 326 241

利息の支払額 △200 △384

法人税等の支払額 △2,621 △3,984

営業活動によるキャッシュ・フロー 242 1,698

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △9,132 △6,967

固定資産の売却による収入 3 15

投資有価証券の取得による支出 △65 △477

投資有価証券の売却による収入 3,920 －

子会社株式の取得による支出 △153 －

短期貸付金の増減額（△は増加） △76 0

長期貸付けによる支出 △5 －

長期貸付金の回収による収入 40 2

その他 △0 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,467 △7,425

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） 5,048 △69

長期借入れによる収入 302 －

長期借入金の返済による支出 △4 △4

自己株式の取得による支出 △0 △0

リース債務の返済による支出 △75 △177

非支配株主からの払込みによる収入 440 －

配当金の支払額 △3,189 △2,691

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,522 △2,943

現金及び現金同等物に係る換算差額 △112 28

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,815 △8,641

現金及び現金同等物の期首残高 20,253 22,460

現金及び現金同等物の中間期末残高 17,437 13,818

（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書
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（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　当中間連結会計期間において、当社を存続会社、当社の連結子会社であった極東開発パーキング株式会社を消滅会

社とする吸収合併を行ったため、極東開発パーキング株式会社を連結の範囲から除外しております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

（税金費用の計算）

　重要な連結子会社以外の連結子会社については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に

対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方

法を採用しております。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額
（注２）

中間連結
損益計算書

計上額
（注３）

特装車事業 環境事業
パーキング

事業
計

売上高

一時点で移転される

財又はサービス
63,680 925 3,297 67,903 221 68,124 － 68,124

一定の期間にわたり

移転される

財又はサービス

70 5,692 － 5,763 － 5,763 － 5,763

顧客との

契約から生じる収益
63,751 6,617 3,297 73,666 221 73,887 － 73,887

その他の収益 27 － 55 82 210 293 － 293

外部顧客に対する

売上高
63,778 6,617 3,353 73,749 431 74,180 － 74,180

セグメント間の

内部売上高又は振替高
2 － － 2 328 331 △331 －

計 63,781 6,617 3,353 73,751 760 74,512 △331 74,180

セグメント利益 2,903 1,046 336 4,286 137 4,424 △722 3,701

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１　「その他」は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△722百万円には、セグメント間取引消去４百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△727百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費です。

３　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額
（注２）

中間連結
損益計算書

計上額
（注３）

特装車事業 環境事業
パーキング

事業
計

売上高

一時点で移転される

財又はサービス
70,939 1,000 3,664 75,604 198 75,802 － 75,802

一定の期間にわたり

移転される

財又はサービス

99 8,537 － 8,636 － 8,636 － 8,636

顧客との

契約から生じる収益
71,038 9,537 3,664 84,240 198 84,439 － 84,439

その他の収益 28 － 56 84 211 295 － 295

外部顧客に対する

売上高
71,066 9,537 3,720 84,325 409 84,735 － 84,735

セグメント間の

内部売上高又は振替高
1 － 0 1 344 346 △346 －

計 71,068 9,537 3,720 84,327 754 85,081 △346 84,735

セグメント利益 2,952 1,356 226 4,535 125 4,661 △790 3,870

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１　「その他」は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△790百万円には、セグメント間取引消去３百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△794百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費です。

３　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　当中間連結会計期間から、「パーキング事業」の重要性が増したため、従来「パーキング事業」に含めていた
賃貸事業等について、「その他」として記載する方法に変更しております。なお、前中間連結会計期間のセグメ
ント情報は、当中間連結会計期間の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示しております。

- 11 -

極東開発工業株式会社(7226) 2027年３月期 第２四半期（中間期）決算短信



（１）処分日 2026年７月21日

（２）処分する株式の種類及び数 当社普通株式　28,260 株

（３）処分価額 １株につき　2,101 円

（４）処分総額 59,374,260 円

（５）処分先及びその人数並びに

　　　処分株式の数

当社の取締役

（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く）　５ 名  8,100 株

当社の取締役を兼務しない執行役員　　　　　　　　16 名 13,260 株

当社国内関係会社の取締役　　　　　　　　　　　　17 名  5,700 株

当社国内関係会社の取締役を兼務しない執行役員　　６ 名  1,200 株

（追加情報）

（譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分）

　当社は、2026年６月24日開催の取締役会において、下記のとおり、自己株式の処分（以下「処分」といいま

す。）を行うことについて決議し、2026年７月21日に払込が完了いたしました。

１．処分の概要

２．処分の目的及び理由

　当社は、2021年５月13日開催の取締役会において、当社の社外取締役を除く取締役及び当社の取締役を兼務

しない執行役員等並びに当社国内関係会社の取締役、取締役を兼務しない執行役員に対する当社の企業価値の

持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的

に、対象取締役等を対象とする新たな報酬制度として、譲渡制限付株式報酬制度（以下「本制度」といいま

す。）を導入することを決議しました。また、2021年６月25日開催の第86期定時株主総会において、本制度に

基づき、譲渡制限付株式取得の出資財産とするための金銭報酬（以下「譲渡制限付株式報酬」といいます。）

として、当社の社外取締役を除く取締役に対して、年額5,000万円以内の金銭債権を支給し、年５万株以内の

当社普通株式を発行又は処分すること及び譲渡制限付株式の譲渡制限期間を３年間とすること等につき、ご承

認をいただきました。

　2026年６月24日開催の第91期定時株主総会において、当社の機関設計を監査等委員会設置会社に移行するこ

とが決議され、それに伴い当社の監査等委員である取締役、社外取締役を除く取締役に付与される譲渡制限付

株式について、年額5,000万円以内の金銭債権を支給し、年５万株以内の当社普通株式を発行又は処分するこ

と及び譲渡制限付株式の譲渡制限期間を３年間とすること等につき、ご承認をいただいております。
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（企業結合等関係）

（共通支配下の取引等）

　当社は、2025年11月12日開催の取締役会決議に基づき、当社の100％連結子会社である極東開発パーキング株式

会社を2026年４月１日付で吸収合併いたしました。

（１）取引の概要

①　結合当事企業の名称及びその事業の内容

（結合企業の名称）極東開発工業株式会社

（事業の内容）特殊自動車その他の輸送運搬機械の製造、架装及び販売、修理並びに同部品の製造、販売。トレ

ーラ・トラックボデー等の製造及び販売。環境整備機器及び施設の製造、販売、修理並びに同部

品の製造、販売。環境整備機器及び施設の運転、管理。

（被結合企業の名称）極東開発パーキング株式会社

（事業の内容）立体駐車装置及び設備の製造、据付、販売及び修理。駐車場の経営（コインパーキング）。不動

産の賃貸及び管理。発電事業及び電気の売買。

②　企業結合日

2026年４月１日

③　企業結合の法的形式

当社を存続会社、極東開発パーキング株式会社を消滅会社とする吸収合併

④　結合後企業の名称

極東開発工業株式会社

⑤　その他取引の概要に関する事項

　極東開発パーキング株式会社は、機械式立体駐車装置の製造販売及びコインパーキング事業を展開しておりま

したが、経営資源の集中と効率化による事業分野における競争力強化のため、同社を吸収合併することといたし

ました。

（２）実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取

引として処理しております。
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（１）払込期日 2027年２月１日

（２）処分する株式の種類及び数 当社普通株式　71,747株（注）

（３）処分価額 １株につき　2,097円

（４）処分総額 150,453,459円（注）

（５）処分方法（割当予定先）

第三者割当の方法による

（極東開発従業員持株会　71,747株）

なお、各当社従業員からの付与株式数の一部申し込みは受け付けない

ものとします。

（６）その他
本自己株式処分については、金融商品取引法に基づく臨時報告書を提

出しております。

（重要な後発事象）

（従業員持株会向け譲渡制限付株式インセンティブとしての第三者割当による自己株式の処分）

　当社は、2026年11月11日開催の取締役会において、従業員持株会向け譲渡制限付株式インセンティブ制度（以下

「本制度」といいます。）の実施を決定し、本制度に基づき、下記のとおり、極東開発従業員持株会（以下「本持株会」とい

います。）を割当予定先として、譲渡制限付株式としての第三者割当による自己株式の処分（以下「本自己株式処分」又は

「処分」といいます。）を行うことについて決議いたしました。

１．処分の概要

（注）　「処分する株式の種類及び数」及び「処分総額」は、本制度の適用対象となり得る最大人数である当社の従業員1,153

名に対して、当社が定める従業員等級に応じて規定する1名あたりの付与株式数（パターンA：最大6名・最大300株、パタ

ーンB：最大60名・最大200株、パターンC：最大154名・最大105株、パターンD：最大429名・最大53株、パターンE：最大

410名・最大42株、パターンF：最大94名・最大32株）に応じて付与するものと仮定して算出した処分数及び処分価額の総

額であり、本自己株式処分の処分数及び処分価額の総額は、本持株会未加入者への入会プロモーションや本持株会の

会員への本制度に対する同意確認が終了した後の本制度に同意する当社の従業員（以下「対象従業員」といいます。）の

数に応じて確定します。

２．処分の目的及び理由

　当社は、人的資本を高めるための取り組みの一環として、本持株会に加入する当社従業員のうち、対象従業員に対し、

本持株会を通じた当社が発行又は処分する譲渡制限付株式（当社普通株式）の取得機会を創出することで、対象従業員

の福利厚生の増進及び財産形成の一助とすることに加えて、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを対

象従業員に与えるとともに、対象従業員が当社の株主との一層の価値共有を進めることを目的とした本制度を実施するこ

とを決議しました。
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